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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第47期

第３四半期連結
累計期間

第47期
第３四半期連結
会計期間

第46期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年
12月31日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（百万円） 87,096 29,855 116,616

経常利益（百万円） 400 706 1,964

四半期（当期）純損失（百万円） 1,187 225 1,017

純資産額（百万円） － 12,756 14,639

総資産額（百万円） － 90,155 91,896

１株当たり純資産額（円） － 88.02 117.50

１株当たり四半期（当期）純損失金額（円） 20.91 4.11 18.37

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） －    12.5 14.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
5,366 － 6,797

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△3,568 － △6,105

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,184 － △2,665

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（百万円） － 7,569 6,956

従業員数（人） － 2,892 2,817

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第46期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　

３．第47期第３四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は、1株当たり四半期純

損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　

４．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。　
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数（人） 2,892 (9,178)

　（注）　従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工を含む。）は、当第３四

半期連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

 

(2) 提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数（人） 29 

　（注）　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。 
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1)生産実績

生産品目
当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

前年同期比（％）

　厚焼き玉子（百万円） 47 －

　タレ類（百万円） 277 －

　串もの類（百万円） 160 －

　肉スライス類（百万円） 258 －

　水産加工品（百万円） 378 －

　ピザ・パン生地（百万円） 72 －

　ケーキスポンジ（百万円） 17 －

　その他（百万円） 109 －

合計（百万円） 1,323 －

 

(2)受注状況

　当社グループは店舗の販売予測に基づき見込み生産を行っているため、該当事項はありません。

 

(3)販売実績

会社 金額（百万円） 構成比（％）

㈱コロワイド東日本（子会社１社含む） 13,726 46.0

㈱コロワイド西日本 2,962 9.9

㈱ビーライン 1,122 3.8

㈱アトム 6,084 20.4

㈱ジクト（子会社２社含む） 4,928 16.5

㈱シルスマリア 47 0.2

㈱コロワイドＭＤ 38 0.1

㈱バンノウ水産 906 3.0

ワールドピーコム㈱ 39 0.1

合計 29,855 100.0

（注）１．品目が多岐にわたるため、販売数量の記載を省略しております。

 

２【経営上の重要な契約等】

  当社の連結子会社である株式会社アトム及び株式会社ジクトは、平成20年１月30日開催の各取締役会において、平成

２１年３月２６日を期して合併する旨の契約締結を決議いたしました。詳細は『第５　経理の状況　１．四半期連結財務

諸表』の重要な後発事象に記載のとおりであります。 
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３【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断したも

のであります。

 

(1)業績の状況

 

　当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、世界的な金融危機や急激な円高の影響による企業業績の悪化、株

価の下落、雇用環境の悪化など景気後退が顕著となりました。個人消費におきましても、これらの経済状況を背景に消

費者の生活防衛意識はますます強まり厳しい経営環境が続いております。

　外食業界におきましても、雇用や所得環境が急激に悪化していること等により、外食への支出を控える傾向が強

まっております。

　このような状況の中、当社グループでは既存店の体質強化に力点を置くと共に、お客様第一主義の再徹底を図る

べく継続して研修制度の充実を図る等、より質の高い商品・サービスを提供出来るよう営業力の強化を行っておりま

す。また、当社グループの繁忙期である１２月の宴会プランの拡充等売上高の回復に努めてまいりましたが、当第３四

半期の既存店売上高は、個人消費の冷え込み等の影響もあり、前年同期間に比べ1.5％の減少となりました。コスト面

では、為替相場の変動・商品マーケットにおける相場の下落トレンドを背景に原価率の改善が進んできております

が、今後、更に商品及び原材料の絞込み、内製化の推進等により改善を進めてまいります。

　尚、当第３四半期連結会計期間における店舗政策につきましては、２店舗の新規出店、１１店舗の閉鎖を行い、当第３

四半期連結会計期間末の直営店舗数は９１７店舗となっております。

　以上のような施策を図ってまいりましたが、当第３四半期連結会計期間の連結業績につきましては、店舗数の減少等

の影響もあり（前年同期比25店舗減）、連結売上高は２９８億５５百万円、原材料価格やエネルギーコストの上昇等

の影響もあり、連結営業利益は９億４５百万円、連結経常利益は７億６百円、退職給付制度改定損及び固定資産除却損

等の特別損失を計上した結果、連結四半期純損失は２億２５百万円となりました。

 

(2)キャッシュフローの状況

 

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、営業活動によるキャッシュ・フローが２６億３５

百万円、投資活動によるキャッシュ・フローが△６億２３百万円、財務活動によるキャッシュ・フローが１６億８９

百万円となりました結果、前四半期連結会計期間末に比べ３７億２百万円増加し７５億６９百万円となりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、主に減価償却費及びのれん償却額等の計上によるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フローは、主に有形固定資産の取得によるものであります。

財務活動によるキャッシュ・フローは、主に短期借入れによる収入によるものであります。

 

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4)研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

（２）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において完了した重要な設備の新設及び除却は、次のとおりであります。

①重要な設備の新設

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画しておりました重要な店舗設備の新設、増設

については、平成20年12月に完了しました。これにより、店舗の収容能力は3,472席増加いたしました。

 

②重要な設備の除却

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画しておりました重要な店舗設備の除却につい

ては、平成20年12月に完了しました。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 112,999,920

優先株式 30

第2回優先株式 50

計 113,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年２月13日）

（注）１

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 59,684,041 59,684,041
東京証券取引所

（市場第一部）
単元株式数500株

優先株式 30 30 －
単元株式数1株 

（注）１

第2回優先株式 30 30 －
単元株式数1株 

（注）２

計 59,684,101 59,684,101 － －

（注）１．優先株式の主な内容は、次のとおりであります。
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１．優先配当金  

(1)優先配当金の額 当社は、毎決算期の最終の株主名簿に記載又は記録された優先株式を有す

る株主（以下「優先株主」という。）又は優先株式の登録株式質権者（以

下「優先登録株式質権者」という。）に対して、普通株式を有する株主（以

下「普通株主」という。）普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株

式質権者」という。）に先立ち、優先株式１株につき以下の算式に従い計算

される金額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を四捨五入

する。）（以下「優先配当金」という。）を支払う。

 ①　平成21年３月31日までの事業年度に関して

優先配当金＝100,000,000円×1.00％

 ②　平成21年４月１日以降の事業年度に関して

優先配当金＝100,000,000円×（日本円TIBOR＋3.00％）

 「日本円TIBOR」とは、優先配当金に関する事業年度の初日（当日が銀行休

業日の場合は直前の銀行営業日）の午前11時における日本円６か月物トー

キョー・インター・バンク・オファード・レート（日本円TIBOR）として

全国銀行協会によって公表される数値をいう。ただし、午前11時における日

本円TIBORが上記の日に公表されない場合、同日（当日が銀行休業日の場合

は直前の銀行営業日）のロンドン時間午前11時におけるユーロ円６か月物

ロンドン・インター・バンク・オファード・レート（ユーロ円LIBOR６か

月物（360日ベース））として英国銀行協会によって公表される数値又は

これに準ずるものと認められる数値を日本円TIBORとする。
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(2)優先中間配当金の額 当社は、中間配当を行うときは、優先株主又は優先登録株式質権者に対し

て、普通株主、普通登録株式質権者、第2回優先株主又は第2回優先登録株式

質権者に先立ち、優先株式１株につき優先配当金の２分の１に相当する額

の金銭（以下「優先中間配当金」という。）を支払う。

優先中間配当金が支払われた場合においては、優先配当金の支払いは、優先

中間配当金を控除した額による。

(3)累積条項 ある事業年度において、優先株主又は優先登録株式質権者に対して支払う

利益配当金の額が優先配当金の額に達しない場合、その不足額を翌事業年

度以降に累積し、累積した不足額（以下「累積未払優先配当金」という。）

については、優先配当金又は普通株主、普通登録株式質権者、第２回優先株

主若しくは第2回優先登録株式質権者に対する利益配当金に先立って、これ

を優先株主又は優先登録株式質権者に支払う。

(4)非参加条項 優先株主又は優先登録株式質権者に対しては、優先配当金を超えて配当は

しない。

２．残余財産の分配 当社の残余財産を分配するときは、普通株主、普通登録株式質権者、第2回優

先登録株式質権者に先立ち、優先株主又は優先登録株式質権者に対し、優先

株式１株につき100,000,000円及び累積未払優先配当金相当額を支払う。

優先株主又は優先登録株式質権者に対しては、上記のほか残余財産の分配

は行わない。

３．議決権 優先株主は、株主総会において議決権を有しない。

４．買受け等 当社は、いつでも、他の種類の株式とは別に優先株式のみを買い受けること

ができる。

優先株主は、他の種類の株式に関する買受けについて、会社法第160条第３

項の請求をなし得ず、優先株主に関する請求権に係る同条第２項の招集通

知の記載を要しない。

５．新株引受権等 当社は、優先株主に対し、新株の引受権又は新株予約権若しくは新株予約権

付社債の引受権を与えない。

６．株式の分割又は併合 当社は、優先株式について株式の分割又は併合を行わない。

７．取得請求 優先株主は、以下の定めに従い、優先株式の全部又は一部の取得を請求する

ことができる。

(1)優先株主は、平成21年４月１日以降、毎事業年度の末日の翌日から１か

月以内（以下「請求期間」という。）において、優先株式の全部又は一部の

取得を請求することができる。

(2)当社は、優先株主から(1)に定める請求があった場合、請求期間が属する

事業年度の直前事業年度に関する定時株主総会終結の日から２か月以内

に、優先株式１株につき100,000,000円に取得を行う日現在における累積未

払優先配当金相当額及び日割未払優先配当金相当額の金銭を取得と引換え

に交付する。

(3)(2)に定める日割未払優先配当金相当額は、取得がなされる事業年度に

係る優先配当金について、１年を365日とし、取得を行う日の属する事業年

度の初日から取得がなされる日（いずれも同日を含む。）までの実日数で

日割計算した額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を四捨

五入する。）とする。ただし、平成21年４月１日に開始する事業年度におい

て取得がなされる場合、優先配当金が優先株式１株につき1,000,000円であ

るとみなして、日割未払優先配当金相当額を計算する。

(4)(1)に定める請求は、請求期間が属する事業年度の直前事業年度の末日

現在における配当可能利益の金額から、請求期間が属する事業年度の直前

事業年度に関する定時株主総会において配当可能利益から配当し又は支払

うことを決定した金額及び請求期間が属する事業年度において既に取得が

実行又は決定された価額の合計額を控除した金額（以下「限度額」とい

う。）を限度とし、限度額を超えて請求がなされた場合、抽選その他の方法

により決定する。
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８．取得条項 当社は、いつでも、優先株式の全部又は一部を、優先株式１株につき

100,000,000円に消却日現在における累積未払優先配当金相当額及び日割

未払優先配当金相当額を加えた額を取得の対価として、取得日が属する事

業年度の直前事業年度の末日現在における配当可能利益の金額を限度に取

得することができる。優先株式の一部を取得する場合は、抽選その他の方法

により行う。上記に定める日割未払優先配当金相当額は、取得日が属する事

業年度に係る優先配当金について、１年を365日とし、取得日が属する事業

年度の初日から取得がなされる日（いずれも同日を含む。）までの実日数

で日割計算した額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を四

捨五入する。）とする。ただし、平成21年４月１日に開始する事業年度にお

いて取得がなされる場合、優先配当金が優先株式１株につき1,000,000円で

あるとみなして、日割未払優先配当金相当額を計算する。
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２．第2回優先株式の内容は、次のとおりであります。
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１．第2回優先配当金  

(1)第2回優先配当金の額 当社は、毎決算期の最終の株主名簿に記載又は記録された第２回優先株式

を有する株主（以下「第２回優先株主」という。）又は第２回優先株式の

登録株式質権者（以下「第２回優先登録株式質権者」という。）に対して、

普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）又は普通株式の登録

株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）に対する支払いに先

立ち、第２回優先株式１株につき以下の算式に従い計算される額（円位未

満小数第１位まで算出し、その小数第１位を四捨五入する。）の金銭（以下

「第２回優先配当金」という。）を支払う。

 ①　平成23年３月31日までの事業年度に関して

第２回優先配当金＝100,000,000円×1.5％

 ②　平成23年４月１日以降の事業年度に関して

第２回優先配当金＝100,000,000円×（日本円TIBOR＋3.5％）

 「日本円TIBOR」とは、優先配当金に関する事業年度の初日（当日が銀行休

業日の場合は直前の銀行営業日）の午前11時における日本円６か月物トー

キョー・インター・バンク・オファード・レート（日本円TIBOR）として

全国銀行協会によって公表される数値をいう。ただし、午前11時における日

本円TIBORが上記の日に公表されない場合、同日（当日が銀行休業日の場合

は直前の銀行営業日）のロンドン時間午前11時におけるユーロ円６か月物

ロンドン・インター・バンク・オファード・レート（ユーロ円LIBOR６か

月物（360日ベース））として英国銀行協会によって公表される数値又は

これに準ずるものと認められる数値を日本円TIBORとする。

(2)第2回優先中間配当金の額 中間配当金を支払うときは、当社は、第２回優先株主又は第２回優先登録株

式質権者に対し、普通株主又は普通登録株式質権者に先立ち、第２回優先株

式１株につき優先配当金の２分の１に相当する額の金銭（以下「第２回優

先中間配当金」という。）を支払う。

 第２回優先中間配当金が支払われた場合においては、第２回優先配当金の

支払いは、第２回優先中間配当金を控除した額による。

(3)累積条項 ある事業年度において、第２回優先株主又は第２回優先登録質権者に対し

て支払う利益配当金の額が第２回優先配当金の額に達しない場合、その不

足額を翌事業年度以降に累積し、累積した不足額（以下「第２回累積未払

優先配当金」という。）については、第２回優先配当金又は普通株主若しく

は普通登録株式質権者に対する利益配当金に先立って、これを第２回優先

株主又は第２回優先登録株式質権者に支払う。

(4)非参加条項 第２回優先株主又は第２回優先株式登録質権者に対しては、第２回優先配

当金を超えて配当を行わない。
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２．残余財産の分配 当社の残余財産を分配するときは、普通株主又は普通登録株式質権者に先

立ち、第２回優先株主又は第２回優先登録株式質権者に対し、第２回優先株

式１株につき100,000,000円及び第２回累積未払優先配当金相当額を支払

う。

第２回優先株主又は第２回優先登録株式質権者に対しては、上記のほか残

余財産の分配は行わない。

３．議決権 第２回優先株主は、株主総会において議決権を有しない。

４．買受け等 当社は、いつでも、他の種類の株式とは別に、第２回優先株式のみを買い受

けることができる。

第２回優先株主は、当社が行う他の種類の株式に関する買受けについて、会

社法第160条第３項の請求をなし得ず、第２回優先株主に関する請求権に係

る同条第２項の招集通知の記載を要しない。

５．新株引受権等

 

当社は優先株主に対し、新株の引受権または新株予約権若しくは新株予約

権付社債の引受権を与えない。

６．株式の分割又は併合 当社は、第２回優先株式について株式の分割又は併合を行わない。

７．取得請求 (1)第２回優先株主は、平成23年４月１日以降いつでも、第２回優先株式１

株につき100,000,000円に取得の効力発生日現在における第２回累積未払

優先配当金相当額及び第２回日割未払優先配当金相当額を加えた額を取得

の対価として、第２回優先株式の全部又は一部の取得を請求することがで

きる。

 (2)(1)に定める第２回日割未払優先配当金相当額は、取得がなされる事業

年度に係る第２回優先配当金について、１年を365日とし、取得を行う日の

属する事業年度の初日から取得の効力発生日（いずれも同日を含む。）ま

での実日数で日割計算した額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数

第１位を四捨五入する。）とする。

 (3)(1)に定める取得請求は、取得の効力発生日が属する事業年度の直前事

業年度の末日現在における配当可能利益の金額から、当該直前事業年度に

関する定時株主総会において配当可能利益から配当し又は支払うことを決

定した金額及び取得の効力発生日が属する事業年度において既に取得が実

行又は決定された金額（他の種類の株式の取得と引換えに交付される金銭

の額を含む。）の合計額を控除した金額（以下「限度額」という。）を限度

とし、限度額を超える場合は、抽選その他の方法により決定する。

８．取得条項 (1)当社は、取締役会決議をもって別途定める日において、第２回優先株式

１株につき100,000,000円に取得日現在における第２回累積未払優先配当

金相当額及び第２回日割未払優先配当金相当額を加えた額を取得の対価と

して、第２回優先株式の全部又は一部を取得することができる。一部取得の

場合は、抽選その他の方法により行う。

 (2)(1)に定める第２回日割未払優先配当金相当額は、取得日の属する事業

年度に係る第２回優先配当金について、１年を365日とし、取得日の属する

事業年度の初日から取得がなされる日（いずれも同日を含む。）までの実

日数で日割計算した額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位

を四捨五入する。）とする。

 (3)(1)に定める取得は、取得の効力発生日が属する事業年度の直前事業年

度の末日現在における配当可能利益の金額から、当該直前事業年度に関す

る定時株主総会において配当可能利益から配当し又は支払うことを決定し

た金額及び取得の効力発生日が属する事業年度において既に買取りが実行

又は決定された金額（他の種類の株式の取得と引換えに交付される金銭の

額を含む。）額の合計額を控除した金額（以下「限度額」という。）を限度

とする。

９．優先順位 第２回優先株式に係る利益配当金、中間配当金及び残余財産の支払順位は、

優先株式に係る利益配当金、中間配当金及び残余財産の支払いに劣後する。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成20年10月１日～ 

平成20年12月31日 
－

普通株式 

59,684,041

－ 5,482 － －
優先株式 

30

第2回優先株式

30

 

（５）【大株主の状況】

 ①普通株式

 
平成21年１月４日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

 蔵人　金男     神奈川県逗子市 7,897 13.23

 蔵人　良子  神奈川県逗子市 5,118 8.58

 ㈱サンクロード  横浜市西区みなとみらい2-2-1 3,922 6.57

 蔵人　賢樹                    神奈川県逗子市 3,564 5.97

日本トラスティ・サービス信託銀

行㈱（信託口）
 東京都中央区晴海1-8-11 1,892 3.17

 鈴木　理永  横浜市中区 1,094 1.83

日本トラスティ・サービス信託銀

行㈱（信託口）
 東京都中央区晴海1-8-11 1,082 1.81

 日本マスタートラスト信託銀行

㈱（信託口）
 東京都港区浜松町2-11-3 594 1.00

 ㈱りそな銀行  大阪市中央区備後町2-2-1 567 0.95

資産管理サービス信託銀行㈱

（証券投資信託口） 
 東京都中央区ハルミ1-8-12 376 0.63

 ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行     東京都千代田区丸の内2-7-1 372 0.62

 ㈱みずほ銀行  東京都千代田区内幸町1-1-5 354 0.59

計 － 26,836 44.96

　（注）１．上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数は全て信託業務に係るものであります。

２．上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数は全て信託業務に係るものであります。

 

 ②優先株式

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本トラスティ・サービス信託銀

行㈱（信託口）
 東京都中央区晴海1-8-11 30 100.00

計 － 30 100.00

 

 ②第２回優先株式

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本トラスティ・サービス信託銀

行㈱（信託口）
 東京都中央区晴海1-8-11 30 100.00

計 － 30 100.00
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年１月４日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式

優先株式          30 －

優先株式の内容は

「１．株式等の状況」

の「(1)株式の総数等)

の「②　発行済株式」

の注記に記載されてお

ります。

第２回優先株式    30 －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     203,500 －  単元株式数500株

完全議決権株式（その他） 普通株式  58,278,000 116,556 同上

単元未満株式 普通株式   1,202,541 － －

発行済株式総数 59,684,101 － －

総株主の議決権 － 116,556 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数4個が含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成21年１月４日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社コロワイド
横浜市西区みなと

みらい２-２-１
203,500 － 203,500 0.35

計 － 203,500 － 203,500 0.35

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

(1)普通株式

月別
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 542 526 519 533 558 558 523 540 540

最低（円） 514 511 510 515 529 509 390 493 522

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

(2)優先株式

　　非上場であり、該当事項はありません。

 

(3)第2回優先株式

　　非上場であり、該当事項はありません。

 

３【役員の状況】

　　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第１四半期連結会計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）から、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令第50号）附則第７条第１項第

５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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1 【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,679 7,056

売掛金 1,719 1,321

たな卸資産 ※4
 3,380

※4
 2,910

その他 3,251 3,204

貸倒引当金 △8 △0

流動資産合計 16,023 14,492

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 32,262 33,564

その他（純額） 9,811 9,405

有形固定資産合計 ※1
 42,074

※1
 42,970

無形固定資産

のれん ※5
 9,135

※5
 10,255

その他 972 940

無形固定資産合計 10,107 11,195

投資その他の資産

敷金及び保証金 18,669 19,346

その他 4,109 4,792

貸倒引当金 △902 △978

投資その他の資産合計 21,876 23,160

固定資産合計 74,058 77,326

繰延資産 74 77

資産合計 90,155 91,896
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 6,624 5,427

短期借入金 5,901 3,614

1年内返済予定の長期借入金 14,155 14,577

未払法人税等 267 448

引当金 322 377

その他 9,583 8,916

流動負債合計 36,855 33,360

固定負債

社債 4,858 5,655

転換社債型新株予約権付社債 500 1,100

長期借入金 30,904 32,625

引当金 32 234

その他 4,248 4,280

固定負債合計 40,543 43,896

負債合計 77,399 77,256

純資産の部

株主資本

資本金 5,482 5,482

資本剰余金 6,791 6,791

利益剰余金 △266 1,294

自己株式 △116 △108

株主資本合計 11,890 13,458

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △545 △320

繰延ヘッジ損益 △52 △72

評価・換算差額等合計 △598 △392

少数株主持分 1,463 1,573

純資産合計 12,756 14,639

負債純資産合計 90,155 91,896
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 87,096

売上原価 28,295

売上総利益 58,801

販売費及び一般管理費 ※1
 57,650

営業利益 1,151

営業外収益

受取利息 39

受取配当金 10

不動産賃貸料 479

その他 146

営業外収益合計 676

営業外費用

支払利息 925

社債利息 116

賃貸収入原価 349

その他 35

営業外費用合計 1,427

経常利益 400

特別利益

固定資産売却益 256

関係会社株式売却益 80

持分変動利益 129

その他 57

特別利益合計 524

特別損失

固定資産除却損 751

減損損失 248

店舗閉鎖損失引当金繰入額 149

退職給付制度改定損 87

その他 305

特別損失合計 1,543

税金等調整前四半期純損失（△） △617

法人税、住民税及び事業税 474

法人税等調整額 △38

法人税等合計 436

少数株主利益 133

四半期純損失（△） △1,187
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 29,855

売上原価 9,625

売上総利益 20,230

販売費及び一般管理費 ※1
 19,284

営業利益 945

営業外収益

受取利息 10

受取配当金 2

不動産賃貸料 159

その他 49

営業外収益合計 221

営業外費用

支払利息 296

社債利息 41

賃貸収入原価 114

その他 8

営業外費用合計 460

経常利益 706

特別利益

固定資産売却益 1

退職給付制度改定益 32

その他 6

特別利益合計 40

特別損失

固定資産除却損 484

減損損失 13

店舗閉鎖損失引当金繰入額 46

退職給付制度改定損 87

その他 188

特別損失合計 820

税金等調整前四半期純損失（△） △73

法人税、住民税及び事業税 164

法人税等調整額 0

法人税等合計 164

少数株主利益 △12

四半期純損失（△） △225

EDINET提出書類

株式会社　コロワイド(E03321)

四半期報告書

21/34



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △617

減価償却費 3,394

その他の償却額 313

のれん償却額 1,367

受取利息及び受取配当金 △50

支払利息及び社債利息 1,041

固定資産除却損 751

固定資産売却損益（△は益） △256

減損損失 248

退職給付制度改定損 87

持分変動損益（△は益） △129

売上債権の増減額（△は増加） △396

たな卸資産の増減額（△は増加） △465

仕入債務の増減額（△は減少） 1,197

その他 270

小計 6,756

利息及び配当金の受取額 22

利息の支払額 △871

法人税等の支払額 △541

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,366

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 200

有形固定資産の取得による支出 △3,417

有形固定資産の売却による収入 404

敷金及び保証金の差入による支出 △294

敷金及び保証金の回収による収入 674

子会社株式の売却による収入 181

子会社の自己株式の取得による支出 △954

その他 △362

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,568

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 14,290

短期借入金の返済による支出 △12,002

長期借入れによる収入 6,740

長期借入金の返済による支出 △8,883

社債の発行による収入 983

社債の償還による支出 △1,777

配当金の支払額 △368

少数株主への配当金の支払額 △109

その他 △58

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,184

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 612

現金及び現金同等物の期首残高 6,956

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 7,569
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

(1)　連結範囲の変更

　㈱コロワイド北海道は第１四半期連結会計期間において㈱コロワイド東日本と合併し

消滅会社となったため、連結の範囲から除外しております。

(2)　変更後の連結子会社の数

　　12社

２．会計処理基準に関する事

項の変更

(1)リース取引に関する会計基準の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準

第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及

び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成

６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が

平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用する

ことができることになったことに伴い、第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準

等を早期適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。また、所有権移転外

ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間

を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しておりま

す。

　これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純損失に与える影響は、軽微

であります。

 (2)たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として最終仕入原価法に

よっておりましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、主として最

終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

により算定しております。

　これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純損失に与える影響はありま

せん。
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【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

１．繰延税金資産の算定方法 　繰延税金資産の回収可能性につきましては、当第３四半期連結累計期間における主

な税務上の加減算項目を考慮し、前連結会計期間末の検討において使用した将来の業

績予測やタックス・プランニングを利用しております。

２．固定資産の減価償却費の算

定方法

　定率法を採用している資産については、当連結会計年度に係る減価償却費の額を期

間按分して算定する方法によっております。　

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　該当事項はありません。

 

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　当社及び連結子会社は、法人税法の改正を契機として資産の利用状況等を見直した結果、機械装置等の耐用年数を変更

しております。この変更による営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純損失に与える影響は軽微であります。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、41,606百万円で

あります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、39,229百万円で

あります。

　２．偶発債務

敷金及び保証金の流動化に伴う遡及義務

1,483百万円

　２．偶発債務

敷金及び保証金の流動化に伴う遡及義務

     1,483百万円

　３．保証債務

　企業集団以外の会社等の金融機関借入金に対して次

のとおり保証を行っております。

　３．保証債務

　企業集団以外の会社等の金融機関借入金に対して次

のとおり保証を行っております。

㈲エムエヌ富士 3百万円

従業員 1百万円

計 5百万円

㈲石川商事   19百万円

㈲エムエヌ富士  8百万円

従業員  2百万円

計   30百万円

  ※４．たな卸資産の内訳は次のとおりです。   ※４．たな卸資産の内訳は次のとおりです。

商品及び製品 395百万円

仕掛品 134百万円

原材料及び貯蔵品 2,850百万円

商品及び製品 168百万円

原材料及び貯蔵品 2,741百万円

  ※５．のれんと負ののれんは相殺表示しております。   ※５．のれんと負ののれんは相殺表示しております。

 のれん 9,137百万円

 負ののれん 2百万円

 相殺後ののれん 9,135百万円

 のれん    10,258百万円

 負ののれん  2百万円

 相殺後ののれん    10,255百万円
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（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

※１. 販売費及び一般管理費のうち主な項目及び金額は次のとおりであります。

給与手当 22,326百万円

地代家賃 12,171百万円

減価償却費 3,217百万円

のれん償却額 1,367百万円

賞与引当金繰入額 89百万円

 

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

※１. 販売費及び一般管理費のうち主な項目及び金額は次のとおりであります。

給与手当 7,546百万円

地代家賃 4,066百万円

減価償却費 1,092百万円

のれん償却額

賞与引当金繰入額

459百万円

25百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

※１. 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成20年12月31日現在)

現金及び預金勘定 7,679百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 109百万円

現金及び現金同等物 7,569百万円
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 59,684,041株

優先株式 30株

第２回優先株式 30株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 203,593株

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　(1)配当支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月14日

定時株主総会

 普通株式  297  5 平成20年３月31日 平成20年６月17日利益剰余金

 優先株式 30  1,000,000 平成20年３月31日 平成20年６月17日利益剰余金

第2回優先株式 45 1,500,000 平成20年３月31日 平成20年６月17日利益剰余金

 

(2)基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの

　該当事項はありません。

５．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平

成20年４月１日　至平成20年12月31日）　

  飲食店事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日　至平成20年12月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

 

【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日　至平成20年12月31日)

　海外売上高がないため該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 88.02円 １株当たり純資産額 117.50円

 

２．１株当たり四半期純損失金額等

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 20.91円 １株当たり四半期純損失金額 4.11円

 　なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額につい

ては、1株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため、記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額につい

ては、1株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため、記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額         

四半期純損失（百万円） 1,187 225

普通株主に帰属しない金額（百万円） 56 18

普通株式に係る四半期純損失（百万円） 1,244 244

期中平均株式数（千株） 59,489  59,482
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（重要な後発事象）

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日） 

 

連結子会社（株式会社アトム・株式会社ジクト）の合併の件

 

連結子会社である株式会社アトム（以下、「アトム」といいます。）及び株式会社ジクト（以下、「ジクト」といい

ます。）は、平成21年1月30日開催の各取締役会において、吸収合併契約（以下、「本吸収合併契約」といいます。）の

締結を決議致しました。

なお、本吸収合併契約が、平成21年3月4日開催予定の両社臨時株主総会において承認可決されることを条件として、

ジクトの普通株式は上場廃止となります。

 

1. 合併の目的 

両社の業態・ブランドの相互展開及び物流機能の一元化による収益力の向上を目指し、企業価値の向上を図るため

であります。 

 

2. 合併の要旨

(1) 合併の日程

臨時株主総会基準日公告                   　平成21年1月16日

取締役会決議日（合併契約決議）            平成21年1月30日

合併契約締結                                    平成21年1月30日

臨時株主総会基準日                           平成21年1月31日

臨時株主総会予定日（合併契約決議）      平成21年3月4日

合併の予定日（効力発生日）                  平成21年3月26日  

(2) 合併方式

アトムを存続会社とし、ジクトを消滅会社とする吸収合併方式によるものとし、本合併によりジクトは解散致しま

す。

(3) 合併比率

 
株式会社アトム

(合併会社)

株式会社ジクト

(被合併会社)

合併比率 1 0.6

 （注） 第三者機関による算定の結果を参考に、合併当事者間での協議の上、合併比率を決定いたしました。

(4)合併により発行する新株式数等

 普通株式      130,220,975株（予定）

 優先株式                  32株

ジクトの第１回無議決権優先株式１株に対して、アトムの第２回優先株式１株を割当交付いたします。

ジクトの第２回無議決権優先株式１株に対して、アトムの第３回優先株式１株を割当交付いたします。

ジクトの第３回無議決権優先株式１株に対して、アトムの第４回優先株式１株を割当交付いたします。

ジクトは、新株予約権付社債（以下、「新株予約権付社債」といいます。）を発行しており、合併効力発生日におい

て、アトムは、新株予約権付社債権者に対して、新株予約権付社債における新株予約権（以下、「新株予約権」といい

ます。）に代えて、新たに発行するアトムの新株予約権を割当交付し、新株予約権は消滅する予定です。

なお、本新株予約権付社債における社債に係る債務（総額2,200百万円）については、アトムが承継する予定です。

新たに交付する新株予約権の概要は、以下の通りです。  

①新株予約権の個数　　　　　　　　　　220個

②目的となる株式の種類及び数　　　普通株式　14,666,666株 

③行使時の払込金額　　　　　　　　　　150円

④行使期間　　　　　　　　　　　　　　　　自平成21年３月26日　至平成25年10月30日

⑤付与対象者　　　　　　　　　　　　　　ジクトの新株予約権付社債権者

 

(5)剰余金の配当について

ジクトは、平成21年2月期の期末配当として、普通株式1株につき1円の配当を行うことを予定しておりますが、ア

トムは合併効力発生日にその支払義務を承継致します。なお、当該配当の支払は、平成21年5月を予定しております。
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3. 合併当事会社の概要

(1)　商号
株式会社アトム 株式会社ジクト

(合併会社) (被合併会社)

(2)　事業内容
東海・北陸地区における 北関東・東北・北陸地区における直営・FC

飲食チェーンの経営（カラオケ店含む）及

びレンタルビデオ店の経営直営・FC飲食チェーンの経営

(3)　設立年月日 昭和47年１月14日 昭和50年５月12日

(4)　本店所在地 愛知県名古屋市中区栄四丁目2番7号 栃木県宇都宮市昭和一丁目2番18号

(5)　代表者の役職・氏名 代表取締役社長　植田 剛史 代表取締役社長　小澤　俊治

(6)　資本金の額 2,973百万円  (平成20年12月31日現在)645百万円    (平成20年11月30日現在)

(7)　発行済株式総数

普通株式　　　　38,251,796株 普通株式　　　　 217,044,548株

優先株式　　　　 9,000,000株 優先株式　　　　 　　　　 32株

(平成20年12月31日現在) (平成20年11月30日現在)

(8)　純資産 4,599百万円  (平成20年12月31日現在)3,916百万円  (平成20年11月30日現在)

(9)　総資産 13,416百万円 (平成20年12月31日現在)18,880百万円  (平成20年11月30日現在)

(10) 決算期（事業年度の末日）３月末日 2月末日

(11) 従業員数
489名 (年間平均臨時雇用者 2,024名)470名 (年間平均臨時雇用者 1,971名)

(平成20年12月31日現在) (平成20年11月30日現在)

(12) 主要取引先 一般顧客他 一般顧客他

(13) 大株主及び持株比率

普通株式 普通株式

株式会社コロワイド　　      56.51%株式会社コロワイド　　  　    91.43%

優先株式 優先株式

株式会社コロワイド　 　    100.0%株式会社足利銀行　　　    　62.5%

(平成20年12月31日現在) 株式会社栃木銀行　　      　31.2%

 株式会社東和銀行　　　     　6.2%

 (平成20年11月30日現在)

(14) 主要取引銀行
北陸銀行・三菱東京UFJ銀行・大垣共立

銀行

足利銀行・栃木銀行・東和銀行・みずほ銀

行・あおぞら銀行

(15) 資本関係
合併会社・被合併会社間の資本関係はありませんが、共に株式会社コロワイドの子会

社に該当致します。

当事会社 人的関係 該当ありません。

との関係 取引関係 合併会社は、被合併会社に給与計算等の業務の一部を委託しております。

 関連当事者 合併会社と被合併会社は、共に株式会社コロワイドの連結子会社に該当するため、被合

併会社は合併会社の関連当事者に該当致します。 への該当状況

 

（注） 　(8)・(9)につきましては、合併会社は連結財務諸表を作成しておりませんので、合併会社は単体、被合併会社は

連結の数値を記載しております。
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(16) 最近3決算期間の業績

 
株式会社アトム

(合併会社)

株式会社ジクト

(被合併会社)

決算期
平成18年

3月期

平成19年

3月期

平成20年

3月期

平成18年

2月期

平成19年

2月期

平成20年

2月期

売上高 24,306百万円 25,039百万円 26,311百万円 20,417百万円 16,943百万円 21,672百万円

営業利益又は損失(△) 633百万円 1,064百万円 1,126百万円 △571百万円 294百万円 1,463百万円

経常利益又は損失(△) 753百万円 1,154百万円 1,174百万円 △823百万円 113百万円 1,369百万円

当期純利益又は損失(△) △8,358百万円 112百万円 834百万円△1,519百万円△8,479百万円 517百万円

1株当たり当期純利益又は損

失(△)
△461円37銭 2円68銭 22円07銭 △83円03銭 △276円07銭 2円32銭

1株当たり配当金 － －
普通株式1円

優先株式4円
－ －

普通株式1円

第一回優先株式

　1,500,000円

第二回優先株式

1,500,000円

第三回優先株式

1,500,000円

1株当たり純資産 40円08銭 64円54銭 83円78銭 211円16銭 △84円50銭 2円59銭

（注）

1. 　合併会社は平成19年3月期以降連結財務諸表を作成しておりませんので、合併会社の平成18年3月期については連

結、平成19年3月期以降については単体、被合併会社は各期とも連結の数値を記載しております。

2. 　合併会社は、平成18年10月1日に株式会社がんこ炎を、被合併会社は、平成19年3月31日にアムゼ株式会社を、各々吸

収合併しております。

 

4. 合併後の状況

 

(1) 商号                            株式会社アトム

(2) 事業内容                      東北・北関東・東海・北陸地区における直営・FC飲食チェーンの経営（カラオ

ケ店含む）及びレン  タルビデオ店の経営

(3) 本店所在地                   愛知県名古屋市中区栄四丁目2番7号

(4) 代表者                         代表取締役社長　植田 剛史

(5) 資本金の額                    2,973百万円(合併による資本金の増加は予定しておりません)

(6) 純資産                          8,515百万円(合併による増加見込分3,916百万円)

 (合併会社については平成20年12月31日現在、被合併会社については平成20年11月30日現

在の純資産をもとに算出しております)

(7) 総資産                          32,296百万円(合併による増加見込分18,880百万円)

 (合併会社については平成20年12月31日現在、被合併会社については平成20年11月30日現

在の総資産をもとに算出しております)

(8) 決算期(事業年度の末日)   3月31日

(9) 会計処理の概要              企業結合に関する会計基準上、共通支配下の取引に該当致しますので、「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」第248項及び第249項に基づき会計

処理を実施致します。 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成20年2月13日

株式会社コロワイド

取締役会　御中
 

あずさ監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 髙山　 勉　 　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 柴田　叙男　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社コロワイ

ドの平成20年４月1日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成

20年12月31日まで）及び第3四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社コロワイド及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第3四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、連結子会社である株式会社アトムと株式会社ジクトは、平成21年3月26日を効

力発生日とする合併契約を平成21年1月30日に締結している。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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